
まえがき

北海道では19世紀末から20世紀半ばにかけてニシン北

海道・サハリン系群が多獲され，ピーク時（1897年）の

北海道全体でのニシンの漁獲量は97万トンに達したもの

のその後減少し，1954年を最後にほとんど漁獲がみられ

なくなっている１）。

一方，北海道西岸の石狩湾を中心に産卵する石狩湾系

ニシンの漁獲量は，1996年まで100トン未満であったが，

1997年に約150トンとなって以降増加し，2009年には約

2,000トンに達した２）。同系群は1996年以降，北海道庁が

進めてきた日本海ニシン資源増大プロジェクト３，４）およ

び日本海ニシン増大推進プロジェクト５，６）（以下，ニシ

ン・プロジェクト）の対象となり，種苗放流や漁業管理

が実施されたことから，それらの効果推定が求められて

いる。

魚類の種苗放流効果については，放流魚の回収率や費

用対効果を中心に，サワラ７），やヒラメ８，９），トラフグ10）

など多くの報告がなされている。しかし，ニシン・プロ

ジェクトでは資源の維持，増大を目的としており，放流

魚の産卵参加による資源増大効果も含めた効果判定が必

要であった。これについては西田11）が試算しているが，

計算は2005年までにとどまり，近年の資源の極大期に及

んでいない。一方，漁業管理効果については，多くの研

究が管理条件別の管理効果の試算を中心に進められてお

り12），実際に実施された管理の効果の試算は少ない*3。

今回，年度別の年齢別漁獲尾数を基にしたVPA

（virtual population analysis）を実施し，資源量の増加状

況を把握した。同時に，VPAで得たパラメータを使用し

た前進計算によって，放流魚の産卵参加による資源増大

まで含めた効果，および実施済みの漁業管理の効果を試

算したので報告する。
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*3：石狩湾系群ニシンの管理効果の検証（三宅博哉：未発表）
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材料及び方法

年齢別漁獲尾数の推定

1995～2007漁期年度（５月～翌年４月：以下，年度）

の年齢別漁獲尾数としてニシン・プロジェクト報告書13）

の数値を用いた。また2008年度の年齢別漁獲尾数につい

ては，地域別，漁業種類別，時期別に採集した標本の年

齢別尾数を，漁獲量で引き延ばして算出した。その際，

石狩・後志支庁管内では耳石輪紋観察より年齢を査定し，

留萌・宗谷支庁管内ではAge-length keyから年齢別尾数

を推定した。

資源解析

VPAによって1995～2008年度の年齢別資源尾数を推定

した。なお，満１歳以降の自然死亡係数は，ニシンの寿

命を７年と仮定し，田内・田中の方法14）からＭ＝0.36と

した。また，最近年の漁獲死亡係数Ｆを過去３年度の平

均値とし，最高齢（2004年度までは４歳以上，2005年度

以降は５歳以上のプラスグループ）のＦについて最高

齢－１歳のＦと等しいと仮定し，最近年，最高齢のＦを

この仮定を満たすように求めた。さらに最高齢－１歳以

下の資源尾数を（1）式から，最高齢と最近年度の資源尾

数を（2）式から計算し，漁獲死亡係数は（3）式から求め

た。

ここで，ａは年齢階級，ｙは年度を表す。Ｎは資源尾数，

Ｃは漁獲尾数，Ｍは自然死亡係数，Ｆは漁獲死亡係数を

表す。

なお， RPSを（4）式から求めるにあたって，２歳の成

熟率Mr
2，y
は，1998～2005年度の満２歳については高柳ほ

か15）に従い，2006～2008年度の満２歳については別途調

査より推定した（Table 1）。また1996，1997年度の満２歳

および全ての年度の３歳以上の成熟率については100％

とした。

ここで，RPSは産卵親魚重量（㎏）あたりの加入尾数

Table 1 Retio of mature individuals at
2 years old.

Table 2 Body weight at each age.

Table 3 Stocking in terms of number and retio of
survival up to 1 year old.
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（年度初めの１歳の資源尾数），Ｗは年齢別体重（Table 2），

Mrは成熟率を表す。

放流魚由来の資源尾数および漁獲量の試算

放流されたニシンを第１世代とし，その子を第２世代，

孫を第３世代として，各世代の満１歳で加入した後の資

源尾数を計算した。なお石狩湾系ニシンは早ければ，生

後２年で成熟するため，1996年度に放流された第１世代

の子孫は2006年度に第６世代が誕生し2007年度に加入す

ることから，最大世代数を６とした。

まず1996年度以降の放流尾数Ns
1，0，y
に，放流から加入

（満１歳時点）までの生残率Sr
y
16）を乗じて，各年の放流

種苗の翌年における加入尾数を求めた（5式）。なお2004

年度以降に放流された種苗については生残率が未確定な

ため，1996～2003年度までの平均値である2.23％を一律

に代入した（Table 3）。

ここで，Nsは放流由来の資源尾数，Srは放流から加入ま

での生残率，ｇは世代，ａは年齢階級，ｙは年度を表す。

次に各年度の加入尾数に対してVPAで求められた各年

度各年齢に対するＦ
a，y
を使用し，（6）式によってその後

の各年度の放流由来の資源尾数（g=1，a>1）を前述の最

高齢まで計算した。

さらに放流魚の子孫の各年度の加入尾数（2≦g≦6）を

世代ごとに第６世代まで（7）式によって求めた。この計

算では，前世代の産卵親魚重量にVPAで求めたRPSを乗

じた。さらに，それを基に前進計算によって，各世代の

その後の資源尾数を第１世代（放流魚）と同様に計算し

（6式），資源尾数に体重をかけて世代別，年度別の放流

由来の資源重量Bsを求めた（8式）。

加えて，第１から第６世代の資源尾数から，（9）式に

より放流に由来する全漁獲尾数を計算し，さらに年度別

の漁獲重量（10式）を求めた。なお漁獲重量については，

漁獲が年度末に集中しているため，体重は１歳上の値を

用いて計算した（10，11，15式）。

ここでCsは放流由来の漁獲尾数，Ysは放流由来の漁獲

重量である。

漁業管理効果の試算

ニシン・プロジェクトでは，YPR解析から漁獲開始年

齢を満２歳とした場合に漁獲量漁獲金額ともに最大とな

る結果が得られている13，17）。漁獲開始年齢を満２歳とす

るため，主漁業である刺し網漁業の網目合を2.0寸以上

とし，さらに漁期を早期に切り上げる漁業管理を提案し

た。この管理方策は，2002年度より徐々に石狩湾海域を

中心として自主的に導入されている６）。後述するように

１歳魚に対する漁獲死亡係数F
1，y
は2002年度に低下して

いることから，2002年度以降に管理を行った場合と行わ

なかった場合の漁獲量を三宅*3に従い，以下のように計

算した。

まず現実に沿った状況，すなわち2001年度以前は管理

せず，2002年度以降に管理をした場合の漁獲重量Yrを，

VPAに用いた漁獲尾数Ｃから（11）式に従って算出した。

一方，2002年度以降に管理を実施しなかった場合の資

源尾数と漁獲量を以下のように計算した。まず2002年度

以降の１歳魚に対するF
1，y
を漁業管理実施前の1995～2001

年度の平均値とし，資源尾数を前進計算によって求めた

（12式）。その際，2003年度以降の加入尾数は産卵親魚量

およびRPS，２歳の成熟率Mrから（13）式によって求め

た。さらに漁獲尾数，漁獲重量を（14），（15）式から計

算した。

ここで，Nnr，Cnr および Ynr は，2002年度以降に管理
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をしなかった場合の資源尾数，漁獲尾数および漁獲重量

である。

結　果

年齢別漁獲尾数とVPA 

年齢別漁獲尾数の推定値をFig.1に，VPAから推定さ

れた年齢別資源尾数と漁獲係数ＦをFig. 2，3にそれぞれ

示した。

2002年度までは，１歳の漁獲が最も多く３歳以上の漁

獲はほとんどみられていなかったが，2003年度以降２歳

以上の漁獲が多くを占めるようになった。この変化の契

機は2001年に豊度が高い年級群が発生したことである。

一方，１歳魚に対する漁獲死亡係数は1995～2001年度に

は0.265～0.972であったものが，2002年度に0.112，2003

年度には0.137と低下し，2004年度以降は0.015～0.027で

推移している。このように2002年度以降，１歳への漁獲

圧が低下し漁獲開始年齢が基本的に２歳となっているこ

とから，近年漁獲物が高齢化している。

次に，加入尾数（＝年級豊度），その年級を生み出した

産卵親魚量およびRPSをFig. 4に示した。1995，1996年

度には産卵親魚量はそれぞれ22.5トンと9.0トンと少なか

ったにもかかわらず，加入尾数は380万尾と260万尾に達

した。この２年度のRPSは170尾／㎏および290尾／㎏と他

の年に比べ高くなった。また，2001年度の産卵親魚量は

272トンであり，それ以前の４年間（1997～2000年度）と

ほとんど差がなかったが，加入尾数は3,700万尾を超え，

RPSも138尾／㎏に達した。

放流魚由来の資源尾数，資源重量および漁獲量

放流事業に由来する各世代の資源尾数をFig. 5に示し

た。1996年度放流群が1997年度に加入して以降，2001年

度までは放流尾数の増加に伴って第１世代の資源尾数が

増加した。2002年度には，2001年度におけるRPSが高か

ったことから，第２，第３世代の加入が多くなった。そ

の後は増減を繰り返しながらも基本的に放流に由来する

Fig.1 Estimated catch for each age from fisheries year
1995 to 2008.

Fig.2 Population numbers for each age from fisheries
year 1995 to 2008.

Fig.3 Coefficient of fishing mortality at each age from
fisheries year 1995 to 2008.

Fig.4 Spawning stock biomass (upper), recruitment in
number (middle) and RPS (lower) for each year
class.
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資源尾数は増加し，2007年度には70万尾を超えた。

Fig. 6と7に放流魚（第１世代）およびその子孫（第２

～６世代）の資源重量と漁獲重量を示した。資源重量は

資源尾数と同様に世代が積み重なるに従って増加し，

2008年度には第１世代で10.5トン，第２～６世代で55.7

トン，計66.2トンとなった。なお１歳から２歳への体重

の増加が大きいため，資源重量の増減の時期は資源尾数

よりも１年遅れていた。また漁獲量も増加傾向にあり，

2008年度には第１世代で5.3トン，第２～６世代で28.9ト

ン，計34.2トンに達した。

一方，産卵親魚重量をみると（Fig.8），2001年級が産

卵を開始した2003年以降増加し，2008年には約37トンと

なった。

漁業管理効果

漁業管理を実施しなかった場合として，1995～2001年

度の年齢別漁獲尾数から算出した漁獲量と，2002年度以

降の１歳魚に対するF
1，y
を1995～2001年度の平均値であ

る0.625に固定した前進計算に基づいて算出した漁獲量

をFig. 9に示した。また，2002年度以降に管理を実施し

た場合として，同年度以降の年齢別漁獲尾数から算出し

た漁獲量を示した。

管理を行わなかった場合の漁獲量は，2002年度には管
Fig.5 Population size in terms of number for each

generation due to the stocking.

Fig.6 Population size from stocking.

Fig.7 Yield from stocking.

Fig.8 Spawning stock biomass due to stocking.

Fig.9 Calculated Yields in the case of fisheries regulation
(since 2002), and no regulation.
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理を行った場合を1,000トン以上，2005年度には約300ト

ン上回ったものの，その他の年度には下回った。特に

2008年度には，管理を行わなかった場合には，管理を実

行した場合よりも約1,750トン漁獲が下回るとの結果が

得られた。また2002～2008年度を通算すると，管理した

場合の漁獲量が，管理しなかった場合を約2,300トン上

回った。

考　察

VPAによって、再生産の良否の指標となるRPSが1995，

1996年に高かったことが示され，それが資源増大の契機

となって1997年以降の石狩湾系ニシンの漁獲量増加につ

ながったと考えられる。そして，その後一定の産卵親魚

量が確保されている中で，2001年に再度RPSが高くなり，

豊度が高い年級が発生した。その2001年級が2004年以降

に本格的に産卵に参加したことで，2004，2005，2006年

級の豊度も高くなったと考えられる。

種苗放流の直接的効果である放流魚（第１世代）の資

源への加入量は，放流数の増大に伴ってゆるやかに増加

してきたものの，その2008年度における漁獲量は5.3トン

であり，魚価を同年度の平均的な値である400円／㎏とし

た場合の漁獲金額は約210万円となる。一方，種苗放流

魚の産卵参加による資源増加効果は，第２～第６世代の

累積によって年々増加しており，2008年度の漁獲量は

28.9トン，漁獲金額は1,160万円となっている。両者を合

計した効果は，漁獲量で34.2トン，1,370万円となった。

2008年度の種苗生産コストは2,500万円であったことか

ら，未だ費用対効果は十分とは言えない状況にある。し

かし，資源が高水準で安定し，先述した世代の累積によ

る効果が今後も上昇するならば，費用対効果の改善がな

されるかもしれない。さらに2008年度の放流由来の産卵

親魚量は約37トンと資源管理の最低目標値である250トン
13）の約15％を占めており，資源の安定に寄与していると

みなすことが出来る。

漁業管理については，開始直後には漁獲量が減少した

ものの，2002年度以後を通算してみれば，漁獲の増大に

寄与している。特に2006年度以降は，管理をしなかった

場合との計算された漁獲量の差は拡大しつつある。

以上のように，1997年以降の石狩湾系ニシンの漁獲増

大について，その多くは天然資源の増加によるものと考

えられる。しかし，未だ費用対効果は低いものの，種苗

放流による資源の添加効果も徐々に増大していると推察

された。また，漁業管理の実施は，近年の資源の維持と

増大に大きく寄与していると考えられた。さらに，種苗

放流効果の増大には漁業管理による親魚の保護が寄与し

ており，逆に種苗放流事業が漁業者への管理の重要性を

理解させる大きな要因となっているなど，両者の効果は

相乗的であると考える。

今回，VPAによって資源増大の要因を解明すると同時

に，得られたパラメータを使用して，種苗放流および漁

業管理の効果を計算した。これは一つの試みであり，今

後，種苗放流および漁業管理の効果判定において複数の

手法による相互検証が必要と考える。
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